
注　記 １．引当金の計上基準その他の計算書類の作成に関する重要な会計方針

　（１）引当金の計上基準

① 徴収不能引当金

未収入金の徴収不能に備えるため、個別に見積もった徴収不能見込額を計上している。

② 賞与引当金

教職員に対する賞与の支給に備えるため、当年度に負担すべき支給見込額を計上している。

③ 退職給与引当金

退職金の支給に備えるため、私立大学退職金財団加入者について、期末要支給額1,029,976,236円の100％を基にし

て同財団に対する掛金の累積額と交付金の累積額との繰入れ調整額を加減した金額を計上している。

宮城県退職金社団加入者については、期末要支給額523,826,020円の100％の額から同退職金社団からの交付金

相当額を控除した額を計上している。

２．重要な会計方針の変更等

　（１）改正後の学校法人会計基準（昭和46年文部省令第18号）の適用

当年度から、学校法人会計基準の一部を改正する省令（令和6年文部科学省令第28号）に基づく改正後の学校法人

会計基準を適用し、計算書類及びその附属明細書の様式を変更している。

　（２）賞与引当金の計上

学校法人会計基準の改正により、引当金の計上基準が明確化されたことに伴い、当年度から計上している。

これにより期首に計上すべき額として特別収支に174,071,000円を計上し、当年度に賞与として支給した額から

特別収支の計上額を除いた額及び支給は翌年度であるが当年度の支給対象期間に相応する額として、人件費に

451,866,796円を計上している。

この結果、従来の方法と比較して教育活動収支差額、経常収支差額に影響はなく、基本金組入前当年度収支差額が

174,071,000円減少している。

３．固定資産の減価償却額の累計額の合計額 ････････････････ 円

４．金銭債権の徴収不能引当金の合計額 ････････････････････ 円

５．担保に供されている資産の種類及び額

担保に供されている資産の種類及び額は、次のとおりである。

土地          ････････････････････････ 円

建物          ････････････････････････ 円

定期預金      ････････････････････････ 円

６．翌会計年度以後の会計年度において基本金への組入れを行うこととなる金額

        ･･･････････････ 円

７．当該会計年度の末日において第４号基本金に相当する資金を有していない場合のその旨と対策

第４号基本金に相当する資金を有しており、該当しない。

８．セグメント情報

（単位：円）

（注１）セグメント情報は拠点区分別（設置学校・附属施設別）の収支情報の内訳を示すものであり、必ずしも理事

会が経営資源の配分の決定及び業績を評価すること等を目的とした財務情報にはなっていない。

（注２）収入額及び支出額の各セグメントへの配分方法は、昭和55年11月4日付け文管企第250号文部省管理局長通知

「資金収支内訳表等の部門別計上及び配分について（通知）」に記載の方法を適用している。

9,747,574,477

5,647,000

1,009,927,363

2,842,967,721

190,000,000

2,024,930,980

　教育活動支出計

　教育活動収支差額

　教育活動外収支差額

　教育活動収入計

　基本金組入額合計

　当年度収支差額

　基本金組入前当年度収支差額

303,304,290

120,480,206△    

182,824,084

63,612,547△     

　経常収支差額

　特別収支差額

234,612,423△    204,619,318△    

933,655,222 203,707,504

129,407,715△    192,761,296△    

22,811,401△     11,831,000△     

152,219,116△    204,592,296△    

82,393,307△     27,022△         

173,987,328△       

146,032,876△       

合　 計学校法人
仙台大学附属
明成高等学校

仙台大学

18,864,721△        

155,122,607△       

192,811,886△    

4,026,460△      50,590

4,863,562,370

11,976,743△        

6,887,978△         

4,875,539,113

320,020,204△       

4,044,392,785

306,216,398

2,912,108△      

3,738,176,387

808,273,967 10,895,618

125,381,255△    

119,211,537

セグメント

科 目
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９．重要な偶発債務

なし

１０．子法人に関する事項

なし

１１．学校法人の出資による会社に係る事項

なし

１２．関連当事者との取引の内容に関する事項

なし

１３．学校法人間の財務取引

なし

１４．重要な後発事象

なし

１５．その他財政及び経営の状況を正確に判断するために必要な事項

　（１）有価証券の時価情報

① 総括表 （単位：円）

② 明細表 （単位：円）

　（２）通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っている所有権移転外ファイナンス・リース取引

平成21年4月1日以降に開始したリース取引 （単位：円）

有価証券　合計

1,359,600

8,258,400

14,813,700

リース料総額

　教育研究用機器備品

　管理用機器備品

　車輌

リース資産の種類

303,600

3,075,270

5,110,490

期末残高

時価のない有価証券 固定資産／有価証券 3,100,000

特定資産　合計 2,450,000,000

 その他（譲渡性預金） 特定資産 2,450,000,000 2,450,000,000 0

合　　　計 特定資産 2,450,000,000 2,450,000,000 0

 投資信託 ― ― ―

 貸付信託 ― ― ―

 債券 ― ― ―

 株式 ― ― ―

有価証券　合計 3,100,000

種　類
当年度（令和8年3月31日）

貸借対照表計上額 時　価 差　額

（うち満期保有目的の債券） 2,450,000,000) ( 2,450,000,000) ( 

 時価が貸借対照表計上額
を超えないもの

（うち満期保有目的の債券）

第3号基本金引当特定資産
120,000,000 120,000,000 0

時価のない有価証券 固定資産／有価証券 3,100,000

1,293,291,000) ( 0) ( 

合　　　計
特定資産

2,450,000,000

0) ( 

1,036,709,000) ( 1,036,709,000) ( 

減価償却引当特定資産
1,293,291,000

120,000,000) ( 120,000,000) ( 0) ( 

0) ( 

2,450,000,000 0

（うち満期保有目的の債券） (       ―       ) (       ―       ) (       ―       )

01,036,709,000

1,293,291,000 0

1,293,291,000) ( 

退職給与引当特定資産
1,036,709,000

― ― ― 時価が貸借対照表計上額を超えるもの

勘定科目
当年度（令和8年3月31日）

貸借対照表計上額 時　価 差　額

未経過リース料

特定資産　合計 2,450,000,000

3,100,000
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